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１．第６期経営計画の策定方針（案）




[bookmark: _Toc434005455]（１）計画の目的
「彦根市公共下水道事業・第６期経営計画」（以下、「市第６期経営計画」という。）は、計画期間内における施設の整備計画（人口普及率）や水洗化促進（水洗化率）の目標、また総排水量の見込みを定め、それに係る使用料収入や維持管理費、資本費等の財政計画（収支計画）を明らかにし、下水道事業の計画的かつ健全な事業推進を図ることを目的として策定するものである。　　

[bookmark: _Toc434005456]（２）計画の位置づけ
[bookmark: _Toc433917471][bookmark: _Toc433917505][bookmark: _Toc433917532][bookmark: _Toc433917593][bookmark: _Toc433983795][bookmark: _Toc433983846][bookmark: _Toc433992839][bookmark: _Toc433994788][bookmark: _Toc434005352][bookmark: _Toc434005457]第６期経営計画の位置づけ（各計画との関係）


■彦根市総合計画
彦根市総合計画（後期基本計画）に掲げられている次の４つの施策を「彦根市公共下水道事業・第６期経営計画」における基本とする。
1）公共下水道の整備
2）水洗化の普及促進
3）維持管理体制の充実
4）経営の健全化
■社会資本整備総合計画
(社会資本整備総合交付金)
整備計画(整備事業費、整備予定面積および目標普及率等)にかかる目標数値等を整合させる。
■琵琶湖流域下水道東北部処理区第6期経営計画
計画における計画排水量および水洗化人口について参考にする。
第6期経営計画
（令和３年度から令和７年度までの５か年）












図1：第６期経営計画の位置づけ（各計画との関係）

[bookmark: _Toc434005459]①「彦根市総合計画」との関係
現行の「彦根市総合計画　後期基本計画」の計画期間は令和3年度までであり、現在、次期総合計画の策定に向けて準備が進められているところである。
現時点においては、「市第５期経営計画」と同様、現行の総合計画に掲げる以下の４つの施策を基本として、「市第６期経営計画」における「現状と課題」や「市第６期経営計画での取組方針」を構成する方針とする。
    1) 公共下水道の整備（未整備地域の解消）
　　　2) 水洗化の普及促進
　　　3) 維持管理体制の充実
　　　4) 経営の健全化　　
[bookmark: _Toc434005460]　

　②「琵琶湖流域下水道東北部処理区第６期経営計画」との関係
滋賀県が令和元年度に策定した「琵琶湖流域下水道東北部処理区第６期経営計画」（＝東北部処理区における令和２年度か令和６年度までの５か年間の維持管理負担金を算定した計画）との整合を図るため、当該負担金の算定根拠となった計画排水量および水洗化[footnoteRef:1]人口については、「市第６期経営計画」でも参考とする。　ただし、排水量については、県計画策定時に比べ、状況が変わっているため、補正を行う。 [1: 　水洗化：風呂や台所などの雨水を除く雑排水やトイレの汚水を公共下水道まで流すための排水設備の設置をすること。] 


[bookmark: _Toc434005461]　③「社会資本総合整備計画（社会資本整備総合交付金[footnoteRef:2]）」との関係 [2: 　社会資本整備総合交付金：道路、治水、下水道、都市公園、市街地整備、住環境整備等といった政策目的を実現するため、地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、目標実現のための基幹的な社会資本整備事業のほか関連する社会資本整備やソフト事業を総合的・一体的に支援する制度。] 

平成22年度から創設された「社会資本整備総合交付金制度」は、その整備にあたっては向こう５か年間（令和３年度～令和７年度）における整備計画の策定が義務付けられたところである。
その整備計画は、本市としては既に策定に着手しており、計画期間内の建設事業費については、現下の厳しい財政状況等を勘案して、現状の事業費ベースで計画したところであるが、要望活動等を実施し、補助事業費の確保に取り組む計画としている。よって、「市第６期経営計画」における整備計画（計画事業費、整備予定面積および目標普及率等）に係る目標数値等については、「社会資本総合整備計画」と整合させることを基本とする。　　　　

[bookmark: _Toc434005462]（３）計画の期間
　　　令和３年度から令和７年度までの５か年とする。


２．各施策の現状と課題



（１）公共下水道の整備

[bookmark: _Toc434005464]

	現状と課題



■　本市の公共下水道は、昭和56年度の事業着手以来39年が経過し、平成30年度末現在の人口普及率[footnoteRef:3]は83.7％となっている。人口普及率は、全国平均（79.3%）を超えているものの、滋賀県内平均（90.2％）と比べると5ポイント以上低い状況にあり、まだ多くの未整備地域を残しており、市内における居住環境の格差是正のためにも未整備地域の早期解消に努める必要がある。 [3:  人口普及率=行政区域内人口に対する公共下水道の普及率（計算式：処理区域内人口÷行政区域内人口）] 

[image: ]









図2：人口普及率の推移
[image: ]







図3：人口普及率（平成30年度末）県内平均および県内他市との比較





[bookmark: _Hlk56263316]■　「市第５期経営計画」では、平成28年度から令和元年度までの４年間で50億5,000万円の建設事業費を見込んでいたものに対し、ほぼ計画通りである50億1,600万円の事業費であった。また、整備面積については令和元年度末の計画整備面積2,319haに対し、実績整備面積は2,287haとなった。
[bookmark: _Hlk56335119]しかしながら、令和元年度の人口普及率は85.1％と公共下水道が利用できない市民も多く残っていることから、人口普及率を引き上げるために、今後も引続き建設事業費を確保する必要がある。


[image: ]








図4：整備面積の推移






（２）水洗化の普及促進




	[bookmark: _Toc434005465]現状と課題



[bookmark: _Hlk56264296]■　公共下水道整備区域における水洗化率[footnoteRef:4]は、平成30年度末現在で89.9％となっており、滋賀県内平均（93.7％）と比べると低い数値となっている。水洗化は水質改善や環境保全だけでなく、事業経営のための使用料に直結することから、より積極的な普及促進が求められる。 [4:  水洗化率：宅地内の排水管を公共下水道に接続している割合（計算式　処理区域内水洗化人口÷処理区域内人口）] 


[bookmark: _Hlk56335370]■　コミュニティプラント[footnoteRef:5]の下水道への接続は、令和元年度末現在で、市内41施設中28施設について接続が完了しているが、普及率や水洗化率の向上と併せ、使用料の増収にもつながるため、接続可能な施設との協議をしていく必要がある。 [5:  コミュニティプラント：住宅開発団地の大型合併浄化槽] 
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図5：水洗化率の推移
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図6：県内他市との水洗化率の比較（平成30年度末現在）


（３）維持管理体制の充実



	現状と課題



[bookmark: _Hlk56336142]■　本市の下水道施設は、下水道管きょ、マンホール、マンホール蓋およびマンホールポンプに分かれており、下水道管きょの延長は、令和元年度末現在で571.5kmとなっている。
これらの施設については、一般的に損傷や劣化がすすむとされている築造後30年を経過する施設もあることから、本市においては、平成23年度にマンホールポンプの長寿命化計画、平成24年度に下水道管きょ、マンホールおよびマンホール蓋についての下水道長寿命化基本計画、平成25年度にマンホール蓋の長寿命化計画および平成29、30年度にストックマネジメント実施計画を策定し、計画的な改築更新に取り組み、施設の「延命化」に努めているところである。
また、下水道管の内部の状況を把握するために、日常管理業務の中で毎年計画的に調査範囲を決め、マンホール内の目視点検および下水道管のテレビカメラ調査を行っており、下水道施設の老朽化状況の把握にも努めている。併せて、不明水[footnoteRef:6]の早期発見にも努めている。 [6: ⑥　不明水：汚水処理場で処理される汚水のうち、使用料の対象とならないもので、主に、下水道管に浸入する雨水、地下水等が原因とされるもの。] 


■　平成25年度から平成27年度にかけて策定した下水道総合地震対策計画では、本市の重要な幹線（総延長約99㎞）を定めて、これらの内、耐震性能が不明である管きょについて、想定される鈴鹿西縁断層帯地震の、震度7の条件のもとで耐震診断を実施したところ、これらの管渠には特に影響がないとの結果が得られた。しかしながら、緊急輸送路下に設置されたマンホールについて液状化に伴うマンホール浮上の可能性が高いことが判明したため、マンホール浮上対策などを実施し、耐震化対策は完了したところである。また、減災対策として、下水道BCP[footnoteRef:7]について策定を完了しており、マンホールトイレの設置も順次進めているところである。 [7:  Business　Continuity　Planの略で、災害発生時のライフライン等の利用できる資源に制約がある状況下においても、適切な業務執行を行うことを目的とした計画。BCPを策定することによって、大規模地震時にも速やかに且つ可能な限り高いレベルで下水道機能の維持・回復が見込めます。
] 

　 　なお、下水道BCPについては、発災時に支障なく運用できるよう定期的に訓練を実施し、また、その内容について継続的に見直し、改善していく必要がある。

■　下水道による浸水対策を実施すべき区域や目標とする整備水準（整備目標やハード対策の整備率等）、当面・中期・長期の施設整備の方針等の基本的な事項を定める「雨水管理総合計画」の策定に取り組む必要がある。





（４）経営の健全化



	[bookmark: _Toc434005468]現状と課題



①　有収水量および下水道使用料

■　有収水量[footnoteRef:8]および下水道使用料は、平成18年度以降、面整備の進捗に伴って増加しており、令和元年度末現在で、有収水量は9,529千m3（うち、一般排水[footnoteRef:9]9,048千m3、特定排水[footnoteRef:10]481千m3）、下水道使用料は14億5,100万円となっている。安定した下水道事業運営に必要となる財源確保のため、今後も未整備地区への普及促進、下水道未接続である家屋や大口排水先への働きかけを行うなど、下水道使用料の増加に努める必要がある。 [8: 　有収水量：使用料収入に繋がる水量。]  [9:  一般排水：一般家庭から排出される排水で特定排水以外の排水。]  [10: 　特定排水：工場・事業所等から排除される汚水のうち、1か月の排水量が750立方メートルを超える部分（公衆浴場、公共施設等の汚水除く）に係る排水。] 


■　下水道使用料および受益者負担金（分担金）の未収金対策として、上下水道部内に債権管理検討委員会を設置し、未収金の発生防止、解消に努めている。

[bookmark: _Hlk56335984]■　本市下水道事業は、令和2年度より公営企業会計に移行し、より自立した経営を求められるようになっている。下水道事業の健全な経営を継続するため、今後、下水道使用料の改定についても進めていく必要がある。
[image: ]







[image: ]図7：下水道使用料と有収水量の推移






[bookmark: _Toc434005470][bookmark: _Toc434005469]図8：県内他市との使用料平均単価の比較（平成30年4月1日現在）
②　一般会計繰入金

■　公共下水道事業は、地方財政法上は公営企業と位置づけられており、その経理は、いわゆる「独立採算制」の原則が適用されている。しかし、公共下水道事業はその公益性が高いことから、一般会計において負担すべき経費が国からの通知「地方公営企業繰出金について」に定められ、本市においても当該通知に基づく繰入金（基準内繰入金）を一般会計から繰入れている。また、本市においては、建設事業が推進中であることから、歳入と歳出の収支不足を賄うため、当該通知に基づかない繰入金（基準外繰入金）を一般会計から繰入れている。今後も建設事業を推進する必要があること等から、下水道事業にかかる経費の一部について引き続き一般会計から繰入れていく必要があるが、市の厳しい財政事情を考慮し、できるだけ繰入れを抑制できるよう、計画的に事業を進めていく必要がある。

[image: ][image: ]　　









　　　　　　　　　図9：一般会計繰入金の推移　　　　　            図10：基準内繰入金の内訳（令和元年度）

【本市下水道事業における主な基準内繰入金の内容について】
[bookmark: _Hlk56276484]■　高資本費対策経費
有収水量1m3あたりの公債費[footnoteRef:11]および使用料が一定額以上となっている下水道事業について、公債費負担の軽減を図ることにより、経営の健全化を確保することを目的として、公債費の一部について繰入れられる経費。当経費は供用開始30年未満の下水道事業に繰入れられる経費であり、当市では令和２年度までの繰入れが認められている。 [11:  公債費（資本費）：過去に起債した市債の元金償還額および利息の支払額の合計。] 

■　分流式下水道等に要する経費
　分流式下水道等に要した公債費から、他の繰入金、資本費平準化債収入および使用料収入を控除した額に対して繰入れられる経費。
■　公債費関係繰入金
　公債費の一部について繰入れられる経費。
■　雨水処理経費
　「雨水公費・汚水私費の原則」により、雨水処理に要する経費について繰入れられる経費。

③　公債費および市債残高

[bookmark: _Hlk56277607]■　本市下水道事業会計においては、事業推進のためにこれまでに発行してきた市債の残高は徐々に減少し、令和元年度末現在で373億円程度となっており、５年前（平成26年度末）と比較して69億円減少している。なお、令和元年度における公債費は、歳出の61％を占めている。

■　また、自治体の財政指標の一つとして平成17年度に採用された、「実質公債費比率[footnoteRef:12]」については、図13に示すとおり、平成23年度時点では15%近くであったのに対し、近年は8％前後で推移するまで改善している状況である。 [12:  地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。] 


[image: ][image: ]









　　　　　　　　図11：公債費および市債残高の推移　　　　　　　　　　　　図12：歳出の内訳（令和元年度）

[image: ]財政再生基準
実質公債費比率が35%以上となると、「財政再生計画」を定める必要がある。
早期健全化基準
実質公債費比率が25%以上となると、一部の地方債の発行が制限される。また、「財政健全化計画」を定める必要がある。
起債許可ライン
実質公債費比率が18%以上となると、地方債を発行する場合、県知事の許可が必要となる。










　　　　　　　　　図13：実質公債費比率の推移

④　維持管理費
[bookmark: _Hlk56293045]■　本市下水道事業における維持管理費の主なものは、汚水管きょの維持管理費用、雨水管きょの維持管理費用、人件費および流域下水道維持管理負担金である。維持管理費の大部分を占める流域下水道維持管理負担金は、流域下水道[footnoteRef:13]の運転費用であり、その金額は、本市からの排水量に応じて変動することとなっている。また、排水量のうち、下水道管に浸入する雨水等が原因の不明水量の処理費用は、本市が属する東北部処理区の有収水量に応じて負担することとなっており、東北部処理区の市町全体で不明水を減らす必要がある。 [13:  二つ以上の市町村の下水を処理するために都道府県が設置する下水道。] 


[bookmark: _Hlk56293505]■　今後は、管きょの老朽化に伴う改築更新費用の増大を抑制するために、本市「ストックマネジメント計画」に基づいた予防保全的な維持管理により施設の延命化を図ることが必要となるため、定期的な補修・点検費用など年間維持管理費が増大していくことが予想される。

[image: ]










図14：維持管理費の推移
[image: ]










図15：排水量の推移
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３．資料（第4期、第５期経営計画に対する実績）



①公共下水道の普及状況
[image: ]








②経営状況
[image: ]

















【記載している語句の説明】
■下水道使用料
下水道を使用したことに伴う使用料金。本市下水道使用料は、水道水の使用量をもとに計算し、通常は２か月に１回、水道料金とともに請求している。　
■受益者負担金（分担金）
下水道の整備によって、その地域の環境が改善され、利便性・快適性が向上し、その地域の人が利益を享受できることから、土地の所有者または土地の権利者に対し、建設費の一部を負担していただくもの。
■社会資本整備総合交付金
地方公共団体等が行う社会資本（道路、河川、下水道（汚水・雨水）、公園、公営住宅等の公共諸施設の総称）の整備その他の取組について、生活環境の保全等および国土の保全と開発ならびに住生活の安定の確保および向上を図ることを目的として、国土交通省所管の個別補助金をひとつの交付金に一括し、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金として平成22年度に創設されたもの。
■建設事業債
本市公共下水道の建設事業費の財源を確保するための地方債。地方債とは、地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達することによって負担する債務で、その履行が一会計年度を超えて行われるものをいう。地方債は原則として、公営企業（交通、ガス、水道等）の経費や建設事業費の財源を調達する場合等、地方財政法第５条各号に掲げる場合においてのみ発行できることとなっている。
■平準化債（資本費平準化債）
下水道事業は先行投資が多額となる事業であり、供用開始当初は有収水量も少なく、処理原価は著しく高くなる傾向にある。この負担を利用者に求めようとすると、高い使用料を設定せざるを得なくなるとともに、本来は後年度の利用者が負担すべき部分も負担することとなり、世代間の公平に反することになる。そこで、利用者の負担を軽減し、かつ、世代間の負担の公平をはかるため、企業債の償還財源として資本費平準化債を発行し、資本費負担の一部を後年度に繰り延べることができるとされているもの。
■一般会計繰入金　基準内繰入金　基準外繰入金
[bookmark: _GoBack]本市、一般会計から下水道事業会計への繰入金であり、本市では、国からの通知「地方公営企業繰出金について」に基づく基準内繰入金と、当該通知に基づかない基準外繰入金がある。
■維持管理費
主なものは、汚水管きょの維持管理費用、雨水管きょの維持管理費用、人件費および流域下水道維持管理負担金である。このうち、流域下水道維持管理負担金は、流域下水道の運転費用であり、その金額は、本市からの排水量に応じて変動することとなっている。
■流域建設負担金
滋賀県流域下水道事業特別会計条例第２条にもとづく、滋賀県流域下水道の建設事業費に対する本市負担金。
■公債費
過去に起債した市債の元金償還額および利息の支払額の合計。
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第4期 第5期

第6期

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

計画行政区域内人口 (人) A 112,227 112,468 112,717 112,966 113,053 112,669 112,647 112,625 112,603 112,579

処理区域内人口 (人) B 85,741 86,938 88,145 89,921 91,573 92,812 94,100 95,300 96,629 97,986

人口普及率 （=B/A） C 76.4% 77.3% 78.2% 79.6% 81.0% 82.4% 83.5% 84.6% 85.8% 87.0%

処理区域内水洗化人口 (人) D 76,341 77,538 78,745 80,521 82,173 83,624 84,878 86,055 87,353 88,579

水洗化率　　　　　  （=D/B） E 89.0% 89.2% 89.3% 89.5% 89.7% 90.1% 90.2% 90.3% 90.4% 90.4%

整備面積（単年度） (ha) F 31.7 33.4 32.0 41.3 41.6 45.0 45.0 45.0 45.0 45.0

整備面積（累計） (ha) G 2,007.1 2,040.5 2,072.5 2,113.8 2,155.4 2,184.0 2,229.0 2,274.0 2,319.0 2,364.0

年間排水量 一般排水 (m3) H 7,808,415 7,988,173 8,168,002 8,314,609 8,507,030 8,552,451 8,664,503 8,785,931 8,909,350 9,034,502

特定排水 (m3) I 468,480 467,200 467,200 467,200 468,480 442,618 448,417 454,701 461,089 467,566

計 (m3) J 8,276,895 8,455,373 8,635,202 8,781,809 8,975,510 8,995,069 9,112,920 9,240,632 9,370,439 9,502,068

不明水 (m3) K 1,241,534 1,268,306 1,295,280 1,317,271 1,346,327 1,709,063 1,731,455 1,755,720 1,780,383 1,805,393

合計 (m3) L 9,518,429 9,723,679 9,930,482 10,099,080 10,321,837 10,704,132 10,844,375 10,996,352 11,150,822 11,307,461

不明水率（対総排水量） （=K/L） M 13.0% 13.0% 13.0% 13.0% 13.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0% 16.0%

実績整備面積（単年度） (ha) 28.7 24.9 33.4 42.6 41.6 28.8 52.8 32.0 26.6

整備済区域 (ha) N 2,004.1 2,029.0 2,062.4 2,105.0 2,146.6 2,175.4 2,228.2 2,260.2 2,286.8

処理区域面積 (ha) O 2,004.1 2,029.0 2,062.4 2,105.0 2,146.6 2,175.4 2,228.2 2,260.2 2,286.8

行政区域内人口 (人) P 112,257 112,474 112,597 112,620 112,624 112,660 112,537 112,997 112,556

処理区域内人口 (人) Q 85,786 87,079 88,158 89,433 90,704 92,010 92,806 94,555 95,815

処理区域内水洗化人口 (人) R 76,294 77,686 78,919 80,047 81,308 82,530 83,267 85,018 86,731

処理区域内世帯数 (世帯) S 32,560 33,297 33,799 35,158 37,616 38,354 39,517 40,449 41,453

処理区域内水洗化世帯数 (世帯) T 27,532 28,320 28,926 30,466 32,513 34,216 35,131 36,364 37,519

整備延長（単年度） (km) 7.7 6.4 7.8 38.2 9.5 10.5 12.0 5.5 6.7

整備済管渠延長 (km) U 474.9 481.3 489.1 527.3 536.8 547.3 559.3 564.8 571.5

供用済管渠延長 (km) V 474.9 481.3 489.1 527.3 536.8 547.3 559.3 564.8 571.5

人口普及率 （=Q/P） W 76.4% 77.4% 78.3% 79.4% 80.5% 81.7% 82.5% 83.7% 85.1%

水洗化率 （=R/Q） X 88.9% 89.2% 89.5% 89.5% 89.6% 89.7% 89.7% 89.9% 90.5%

水洗化率（世帯） （=T/S） Y 84.6% 85.1% 85.6% 86.7% 86.4% 89.2% 88.9% 89.9% 90.5%

供用化率（管渠） （=V/U） Z 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

年間排水量 一般排水 (m3) イ 8,009,716 8,083,130 8,247,628 8,331,348 8,631,036 8,733,843 8,871,202 8,970,297 9,048,171

特定排水 (m3) ロ 467,570 497,309 488,024 455,733 435,674 430,793 439,539 477,662 480,546

計 (m3) ハ 8,477,286 8,580,439 8,735,652 8,787,081 9,066,710 9,164,636 9,310,741 9,447,959 9,528,717

不明水 (m3) ニ 1,376,706 1,339,827 1,365,646 1,514,548 1,521,825 1,638,404 1,734,351 1,764,751 1,668,733

合計 (m3) ホ 9,853,992 9,920,266 10,101,298 10,301,629 10,588,535 10,803,040 11,045,092 11,212,710 11,197,450

不明水率（対総排水量） （=ニ/ホ） へ 14.0% 13.5% 13.5% 14.7% 14.4% 15.2% 15.7% 15.7% 14.9%

データ出典（第4期、第5期）

①計画：彦根市公共下水道事業・第4期経営計画（H23～H27）、第5期経営計画（H28～H32）

②実績：下水道普及状況調査（平成23年度～令和元年度）

※処理区域内人口＝整備済み人口

項目
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第4期 第5期

第6期

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

計画 歳入 受益者負担金（分担金） (千円) 47,204 62,630 64,233 67,427 101,227 28,000 40,000 40,000 40,000 40,000

下水道使用料 (千円) 1,317,641 1,341,371 1,369,065 1,547,466 1,580,756 1,468,723 1,487,967 1,508,820 1,530,014 1,551,507

社会資本整備交付金 (千円) 260,300 287,000 271,000 356,000 358,000 426,000 400,000 400,000 406,000 408,000

市債 建設事業債 (千円) 563,400 657,000 636,500 789,300 792,900 903,200 856,400 919,500 851,500 849,900

平準化債 (千円) 1,025,200 1,067,300 1,094,600 1,000,000 1,000,000 1,178,100 1,322,700 1,333,800 1,340,800 1,350,000

計 (千円) 1,588,600 1,724,300 1,731,100 1,789,300 1,792,900 2,081,300 2,179,100 2,253,300 2,192,300 2,199,900

一般会計繰入金 基準内 (千円) - - - - - 2,155,370 2,064,922 2,072,547 1,874,502 1,817,467

基準外 (千円) - - - - - 249,658 372,245 382,217 401,276 414,570

計 (千円) 2,486,157 2,500,000 2,500,000 2,398,000 2,362,000 2,405,028 2,437,167 2,454,764 2,275,778 2,232,037

その他 (千円) 30,716 64,855 64,999 65,416 63,831 128,897 42,753 40,581 29,984 28,549

歳入計 (千円) 5,730,618 5,980,156 6,000,397 6,223,609 6,258,714 6,537,948 6,586,987 6,697,465 6,474,076 6,459,993

歳出 維持管理費 流域維持管理負担金 (千円) 509,831 518,876 529,796 538,698 550,474 651,133 659,664 668,909 678,305 687,833

維持管理費 (千円) 271,397 291,000 291,000 291,000 291,000 304,000 301,000 301,000 301,000 301,000

計 (千円) 781,228 809,876 820,796 829,698 841,474 955,133 960,664 969,909 979,305 988,833

流域建設負担金 (千円) 163,010 235,206 235,206 235,206 235,206 207,175 248,948 312,024 238,625 235,200

建設事業費（管渠） (千円) 824,931 921,870 883,514 1,142,092 1,147,978 1,317,345 1,240,253 1,240,318 1,252,421 1,256,451

公債費 支払利息 (千円) 1,102,913 1,026,188 986,320 944,661 904,586 839,179 832,312 807,908 781,673 755,073

元金償還 (千円) 2,857,536 2,986,016 3,073,561 3,070,952 3,128,470 3,218,116 3,303,810 3,366,306 3,221,052 3,223,436

計 (千円) 3,960,449 4,012,204 4,059,881 4,015,613 4,033,056 4,057,295 4,136,122 4,174,214 4,002,725 3,978,509

その他 (千円) 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

歳出計 (千円) 5,730,618 5,980,156 6,000,397 6,223,609 6,258,714 6,537,948 6,586,987 6,697,465 6,474,076 6,459,993

差引（歳入－歳出） (千円) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績 歳入 受益者負担金（分担金） (千円) A 53,852 54,142 49,357 45,678 42,452 74,129 66,343 75,682 58,743 48,023

下水道使用料 (千円) B 1,335,300 1,371,434 1,397,003 1,437,974 1,480,432 1,490,234 1,517,345 1,543,196 1,450,635 1,610,925

社会資本整備交付金 (千円) C 163,700 188,330 286,470 339,000 324,000 406,000 492,000 285,500 410,500 424,000

市債 建設事業債 (千円) D 477,200 558,500 731,500 790,500 632,000 853,000 944,200 688,900 871,500 951,400

平準化債 (千円) E 606,400 1,053,600 1,101,500 1,112,900 1,105,500 1,095,600 1,182,802 1,119,200 884,000 820,800

計 (千円) F 1,083,600 1,612,100 1,833,000 1,903,400 1,737,500 1,948,600 2,127,002 1,808,100 1,755,500 1,772,200

一般会計繰入金 基準内 (千円) G 2,260,659 2,283,616 2,297,017 2,264,794 2,308,805 2,340,595 2,202,891 2,243,496 2,214,002 2,174,114

基準外 (千円) H 210,583 206,404 145,772 201,788 0 53,021 149,463 220,447 198,437 265,706

計 (千円) I 2,471,242 2,490,020 2,442,789 2,466,582 2,308,805 2,393,616 2,352,354 2,463,943 2,412,439 2,439,820

その他 (千円) J 402,937 16,985 47,520 16,740 216,957 9,146 13,933 30,027 27,223 77,080

歳入計 (千円) K 5,510,631 5,733,011 6,056,139 6,209,374 6,110,146 6,321,724 6,568,978 6,206,448 6,115,040 6,372,048

歳出 維持管理費 流域維持管理負担金 (千円) 525,987 527,114 536,827 563,161 647,111 665,417 672,820 680,163 688,663 715,464

維持管理費 (千円) 225,070 258,466 241,290 231,169 292,130 280,762 235,867 246,535 359,550 352,254

計 (千円) L 751,057 785,580 778,118 794,330 939,241 946,178 908,687 926,698 1,048,213 1,067,718

流域建設負担金 (千円) M 160,672 175,392 186,496 228,251 130,506 167,675 132,929 136,541 87,718 215,247

建設事業費（管渠） (千円) N 615,712 707,356 1,012,444 1,068,025 975,708 1,273,307 1,476,099 992,020 1,274,689 1,349,150

公債費 支払利息 (千円) O 1,089,375 1,037,528 984,256 930,660 874,342 806,314 741,554 679,106 613,973 573,272

元金償還 (千円) P 2,857,536 2,986,016 3,104,811 3,152,362 3,182,255 3,218,116 3,303,810 3,365,660 3,188,651 3,191,405

計 (千円) Q 3,946,911 4,023,544 4,089,067 4,083,022 4,056,597 4,024,431 4,045,364 4,044,765 3,802,624 3,764,677

その他 (千円) R 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

歳出計 (千円) S 5,474,351 5,691,871 6,066,125 6,173,628 6,102,052 6,411,591 6,563,079 6,100,024 6,213,244 6,396,792

差引（歳入－歳出） (千円) T 36,279 41,140 -9,985 35,746 8,094 -89,867 5,898 106,423 -98,204 -24,744

データ出典

①計画：彦根市公共下水道事業・第4期経営計画（H23～H27）、第5期経営計画（H28～H32）

②実績：歳入歳出決算書（平成23年度～令和元年度）、予算書（令和２年度）、繰入実績表（平成23年度～令和元年度）

※令和２年度より公営企業会計化。長期前受金戻入額と減価償却費は計上していない。

項目


